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日本がＯＤＡ（政府開発援助）の供与を開

始して半世紀が過ぎた。最近は政官財の癒着、

外務省の汚職などもあって、国内世論はＯＤ

Ａに関してはダーティなイメージを持つ傾向

が見られる。ＯＤＡとは、貧しいが故に税収

が乏しく、社会資本の整備も思うに任せない

途上国に対し、資金を供与し、開発を援助す

るシステムである。

敗者を救わなければならぬ敗者を救わなければならぬ敗者を救わなければならぬ敗者を救わなければならぬ

開発のためにはインフラ（道路、港湾、鉄

道、発電所、橋梁など）を整備しなければな

らない。それには膨大な費用がかかる。建造

物を作るだけではない。学校、病院、さらに

そこで働く人材の教育にも努めなければなら

ない。

戦前期には「貧しい国は能力がないし、向上

心もないのだから放っておけ」と考えられてい

たが、しかし、1960 年代以降は「貧しい国は、

市場経済あるいは資本主義のシステムの敗者で

ある。そうであればシステムをもって彼らを救

い上げなければならない」という考えが主流と

なった。

日本の新幹線、黒部ダムも日本の新幹線、黒部ダムも日本の新幹線、黒部ダムも日本の新幹線、黒部ダムも

「北の豊かな国々が、南の貧しい国々に所得を

移転することは道義的な義務である」というの

が現代の共通認識である。日本の東海道新幹

線、黒部ダム、愛知用水なども世界銀行からの

借金で建設したものであることをも日本人は想

起すべきであろう。　　　　　（次頁へ）（次頁へ）（次頁へ）（次頁へ）

FSUNFSUNFSUNFSUN 支部長会で　支部長会で　支部長会で　支部長会で　渡辺利夫理事長が講演渡辺利夫理事長が講演渡辺利夫理事長が講演渡辺利夫理事長が講演

国連支援交流協会（FSUN）の 2004 年度「支部長＆活動者会議」ならびに
「総会」は、去る 10 月 19 日、東京文京区の「茗渓会館」で開催された。
総会の席上、渡辺利夫 FSUN 理事長（政府開発援助戦略会議議長代理）は、

「ＯＤＡ50 周年」にあたり、大要、下記のような講演を行って、出席した FSUN
活動者に深い感銘を与えた。　　　　　　　　　　　　　　　　（文責・編集部）
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（前頁から）テロ、難民、環境、エイズ、サー

ズなどの問題を考えても、一つの地域、一つの

国だけで解決できるものでは全くない。どれも

世界中に波及する問題であり、われわれはまさ

に「宇宙船地球号」に乗った旅客であることを

痛感させられる。  

 

テロが世界の意識を変えた  

 

しかし日本では、ＯＤＡに対する支持率は下

がっている。国民一人当たり３万 7 千㌦の日本

は、史上かつてない豊かさの中にある。  

しかしその一方で、国内は不況で自殺者も増

え、リストラが続いているのに、それを救済せ

ずに途上国の援助などするのか、あるいは巨大

な軍事力を形成しつつある中国にまで援助を

するのは納得できないという不満が多々あっ

て、援助に対する支持率は下っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   テロ頻発を伝える新聞報道  

 

90 年代は世界一のＯＤＡ供与国であった日

本だが、このところ、アメリカに抜かれて第二

位になってしまった。ＥＵ諸国も積極的に増額

するようになった。このままでは、2000 年代

の後半には日本の供与国としての地位はさら

に下がる恐れがある。  

 アメリカやＥＵがなぜ拡大に転じたか。同時

多発テロの影響である。テロの原因を突き詰め

ていくと「貧困」というテーマにたどり着く。

 貧困を解消しなければテロリズムは解決で

きない、という認識である。だが日本では欧米

に比べるとそういう認識が低い。世界的に途上

国援助の必要性についての認識が高まってい

るのに、残念ながら日本は逆にＯＤＡ予算を削

っているのが現状である。  

「贈与」と「借款」の仕組み  
ＯＤＡは先進国から途上国に流れる資金のす

べてを指しているわけではない。たとえば、中

国に対して日本企業が進出してここに投資をす

る。これはＯＤＡではない。また途上国の企業

や政府に産業が発行する証券・債券を買ったり

することもＯＤＡではない。ＯＤＡというのは

政府による開発援助である。  

 

 
 
 
 
 
 
 
これには二つあって、一つが「二国間ＯＤＡ」。

たとえば日本が中国にＯＤＡを出す、というケ

ース。もう一つが「多国間ＯＤＡ」といわれる

もので、日本が国連にお金を出し、そのお金を

国連が開発援助に使う。あるいは、日本がアジ

ア開発銀行や世界銀行にお金を拠出してそれが

開発に使われるという形がある。  

 

「人づくり」こそ大切な要素  
二国間ＯＤＡには大きくわけて二つあり、一

つは「贈与」で、もう一つは「借款」である。  
まず贈与だが、これは医療、保健、衛生、初

等・中等教育の充実に使われる。これについて

は返済を求めない。また贈与には「技術供与」

がある。日本の専門家がアジアの国々に出かけ

てさまざまな分野の専門家を育てる。あるいは

途上国からの研修員を受け入れる。「人づくり

教育」である。  

1954 年以来、これまでに専門家、青年海外協

力隊が約９万 5000 人以上（166 カ国・地域）を

派遣している。逆に、相手国からの研修員受入

れも盛んで 27 万人以上（176 カ国・地域）にの

ぼっている。  

それに要した援助総額 2210 億㌦（185 カ国･

地域）で、日本国民 1 人当たり１年に 3700 円を

負担した計算になる。  （次頁へ）  
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（前頁より）（前頁より）（前頁より）（前頁より）ＯＤＡのもう一つは「借款」（ロ

ーン）である。欧米ではＯＤＡといえば「贈

与」のことである。しかし日本のＯＤＡの中

心は借款である。借款である以上、元本と利

子は返してもらわなければならない。条件は
商業銀行に比べて非常に緩やかである。最初

の５年間は据え置き期間で、６年目から 25 年

間で返済、というのが一般的である。日本の

場合は借款は円借款と呼ばれる「円建て」の

ローンである。

中国中国中国中国はＯＤＡ優等生はＯＤＡ優等生はＯＤＡ優等生はＯＤＡ優等生

「自助努力支援」という言葉があり、日本

の援助理念でもある。日本は自分の意志を相

手に押し付けることはしない。もう一つの理

念「要請主義」である。相手国が現地の日本
大使館などを通じて、「この開発計画の、この

部分を援助してほしい」という要請を受けて

日本側がこれを精査して後に支援するという

方式である。

日本はこれまで主に東アジアを対象に支援
をしてきた。対象国のトップはインドネシア、

二番目が中国で、三番目がタイである。

世界の開発途上国を見ると、東アジアは非

常によい成績を残している。成長率、達成さ

れた一人当たり所得水準のレベルをみると、

ラテンアメリカ、アフリカ、中東に比して抜
群の成績を誇っている。そういう意味では「日

本型援助」は東アジアに適したものであった

といえる。中国は日本型ＯＤＡの優等生でも

ある。多くの借款に対して一度たりとも返済

を滞らせたことがない。逆にいえば日本はＯ

ＤＡの受取国に恵まれていたともいえる。

いろいろ批判はあるにせよ、日本のＯＤＡ

が成功してきたことは疑いない。しかし今後
も過去の方式でよいのかといえば問題があ

る。東アジアの国々は、高速道路、橋、港湾

などを自力で建設する資金も技術も持つよう

になった。東アジアはＯＤＡ受取国としての

ポジションから卒業しつつある。そういう国

に対して今までのように借款で援助するとい
う考えは古い。中国に建設される三峡ダムは

世界最大の規模であるが、その建設資金は中

国自身のカネであり、技術も自前のものであ

る。

これからはこれからはこれからはこれからは「環境」が中心テーマ「環境」が中心テーマ「環境」が中心テーマ「環境」が中心テーマ

こうした事態を踏まえれば、今後は「自助

努力だけでは解決できないもの」に援助すべ

きである。それは何か。「環境」が最も重要で

ある。大気汚染、水質汚濁、産業廃棄物問題

などに対するＯＤＡである。
こういう分野に日本のＯＤＡを振り向けな

ければならない。そしてアフリカ、中東紛争

地域にも目を向ける必要がある。

しかし日本には、そういうところで働く人

材が乏しい。現地の人と一緒になって難民対

策や環境対策にあたるための人材が少ない。
そこで私は「日本が直接援助するという姿勢

を改めてはどうか」と考えている。

他国の経験、知恵に学ぼう他国の経験、知恵に学ぼう他国の経験、知恵に学ぼう他国の経験、知恵に学ぼう

日本と韓国の人とが一緒になってアフリカ
難民を助けることを考えてはどうか。タイの

国の人と一緒にベトナム、カンボジアの援助

をしてはどうか。
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内蒙古に（前頁から）（前頁から）（前頁から）（前頁から）日本人技術者が戸惑うことが多い。

しかしタイの技術者と一緒にやればうまくいく

と考えられる。

日本と中国の技術者による日中環境協力が成

功すれば、他のアジア諸国の大気汚染、水質汚
染などを日中で協力して解決することもでき

る。そうすることによって、新しい日中関係が

生まれるのではないかとも考えられる。

日本の資金とシンガポールのマラリア制圧技

術を熱帯の第三国で生かす、台湾の熱帯農業

技術と、日本の資金を結びつけて熱帯の第三

国の農業技術援助をする、という「連携型援

助」を志向する時代に入ったと私は考える。

知恵を働かせば問題は解決すると信ずる。
ＯＤＡ発足 50 年、先人の苦労を思い、成功

例のエッセンスを汲み取って未来を拓くこと

が重要であろう。（了）
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Asean-Japan 支部（東京）支部
長の高市豊茂氏は、内蒙古に近藤氏
を講師として招聘した経緯などを説
明した（上）


